
「地域医療構想」の達成の推進

【足下の病床機能】
（平成27年７⽉現在）

【2025（平成37）年
の病床必要量】

計119.1万床
（※）

※ 内閣官房推計
（平成27年６⽉）の合計
114.8〜119.1万床の範囲内

 平成30年度診療報酬・介護報酬同時改定をはじめ、今後の診療報酬改定・介護報酬改定において、病
床の機能分化・連携の取組の後押し、介護施設、⾼齢者住宅、在宅医療等への転換等の対応を進める。

計133.1万床

約３割
縮減

介護施設、在宅医療
等に転換

約２割
縮減

第５回経済財政諮問会議
塩崎臨時委員提出資料より⼀部抜粋

約３倍
に拡充

急性期
59.3万床
（48％）

⾼度急性期
16.9万床
（14%）

慢性期
35.4万床
（28％）

回復期
12.9万床
（10%）

休眠等
8.7万床

急性期
40.1万床
（34％）

回復期
37.5万床
（31％）

⾼度急性期
13.1万床
（11%）

慢性期
28.4万床
（24％）

介護施設、
在宅医療等
約30万人

※ 在宅医療等とは、居宅、特別養護老人
ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホ
ーム、有料老人ホーム、介護老人保健
施設、その他医療を受ける者が療養生
活を営むことができる場所であって、
現在の病院・診療所以外の場所におい
て提供される医療を指し、現在の療養
病床以外でも対応可能な患者の受け皿

となることも想定。
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29 30年度 31 32 33 34 35 36 37 38年度
第７次 医療計画 （中間見直し）

第７期 介護保険事業(支援)計画 第８期 介護保険事業(支援)計画

第８次 医療計画

第９期 介護保険事業(支援)計画

高齢化の影響による増加⾒込み
訪問診療を利⽤する患者

2025年に
全国で
約30万人分

地域医療構想を踏まえた2025年における在宅医療等のイメージ

地域医
療構想

～～ ～～

病床の機能分化・連携に伴い生じる
在宅医療等の新たなサービス必要量

2014～2025年の12年間で
比例的に推計

・2025年に向け、在宅医療や介護サービスの需要は、
「⾼齢化の進展」や「地域医療構想による病床の機能分化・連携」により増加する⾒込み。
・需要の増大に対応する提供体制を都道府県・市町村、関係団体が一体となり構築していくことが重要。

2025年の
市町村別の
性・年齢階級
別人口で按分
されたデータが
市町村に提供

ワークシート①
のＢ部分

ワークシート①
のA部分



29 30年度 31 32 33 34 35 36 37 38年度
第７次 医療計画 （中間見直し）

第７期 介護保険事業(支援)計画 第８期 介護保険事業(支援)計画

第８次 医療計画

第９期 介護保険事業(支援)計画

地域
医療
構想

追
加
的
な
需
要

Ｃ３
未満

医療
区分１
70％
＋

地域
差解
消分

医療計画、介護保険事業計画における目標・見込み量との関係

①

②
市町村で
算定作業

医療計画、介護保険事業（⽀援）計画におけるサービス需要の考え⽅

①
既存の介護療養型医療施設や医療療養病床が、介護医療院、⽼⼈保健施設⼜は特別養護⽼⼈ホームへ移
⾏することにより、介護サービスが受け⽫となる分（介護療養型医療施設については移⾏前後で介護
サービスとしての受け皿であることに変わりはない）

②
①以外の介護施設・在宅医療等への移⾏、⾼齢化の動向に伴う需要増等について、介護医療院、⽼⼈保
健施設⼜は特別養護⽼⼈ホームが受け皿となる分

③
①以外の介護施設・在宅医療等への移⾏、⾼齢化の動向に伴う需要増等について、在宅医療及び介護
サービス（在宅サービス・居住系サービス）が受け皿となる分
（既存の介護療養型医療施設や医療療養病床が、特定施設⼊居者⽣活介護等に移⾏する場合も含む）

④
外来が受け⽫となる分（介護サービスについては、利⽤者の状態像が明らかではなく必ずしも定量的な
介護サービスの受け皿の推計ができるわけではない）

③

④

ワークシート①
Ｃ部分

ワークシート①
Ｂのエ部分

ワークシート①
Ｂのア部分

ワークシート①
Ｂのウ部分



サービス⾒込量・整備⽬標の算定に
おいて市町村にお願いしていること

※2025年における市町村別データのうち療養病床から在宅医療
等の新たなサービス必要量について

① 介護医療院等転換分以外について在宅で対応する部分と施設
で対応する部分を算定
（⼊院中の患者の状態や退院後の⾏先を踏まえたものとすることが必要）

② 市町村の実情に応じてサービスの調整を⾏う
（在宅医療、介護の各受け⽫で対応する量の合計が需要と整合的であること）

③ 在宅と施設でどのように按分したか。どのように対応して
いくのか説明できるようにしておく

自治体間調整、医師会等含めた協議の場へ


